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利他的遺産動求翌ﾉおける消費税と
     相続税の経済効果

仲 間 瑞 樹

1:はじめに

 よく知られているようにBarro(1974)の利他的遺産動求嵐闃z税を財源

とする賦課方式の公的年金政策の下では，親世代への公的年金負担が子世代

への遺産によって相殺され，資本蓄積や厚生への影響が生じない。それでは

利他的遺産動求翌ﾌ下で，賦課方式の公的年金政策財源として定額税以外の税

財源を考え，政府がその税率を重課する場合，いかなる経済効果が生じるの

だろうか。定額税の場合と同様遺産による調整が生じるのみで，資本蓄積

や厚生に影響を与えない賦課方式による公的年金政策のままなのか否か？

 本論文では個人が必ず2期間生存するDiamond(1965)の2期間世代重複

モデルに，Barro流の利他的遺産動求浴C消費税と相続税を財源とする税方式

による賦課方式の公的年金政策を導入する。そして消費税重課，相続税重課

の賦課方式による公的年金政策が資本蓄積，遺産，厚生に与える効果を定性

的に分析する。さらに厚生の観点から消費税と相続税のうち，どちらが賦課

方式の公的年金政策財源として望ましいかを明らかにする。

 一般的な理解として消費税は，タックス・タイミング効果をもたらし，資

本蓄積に寄与する税と理解されている。また相続税は遺産からの収益率，遺

産形成を阻害し，資本蓄積を阻害する税と理解されることがある。そのため

賦課方式による公的年金政策の財源として，課税範囲が広く，資本蓄積に寄

与すると理解される消費税が妥当であると解釈される傾向にある。その一方

で相続税を消費税の補完財源として位置づけ，消費税がもたらすとされる逆

進性による弊害を緩和し，公平性を保つ観点から，消費税以外の公的年金政

策財源として，相続税を利用する案も考えられる。
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 しかし2期間世代重複モデルによる定性的な分析として，消費税，相続税

財源の賦課方式による公的年金政策の経済効果が論じられる求莱?ﾍ多くな

かったといえる1)。それはDiamond流の2期間世代重複モデルに，消費税財

源の賦課方式による公的年金政策を導入することにより，定性的な分析が複

雑になるからである。消費税を賦課方式の公的年金政策財源とすることによ

り，親世代の予算制約式，政府の予算制約式に子世代からの消費税収が反映

される。そのため動学体系が資本蓄積と遺産に関する1階の定昇方程式体系

だけをモデルに導入する場合でも，個人が必ず2期間生存するならば，その

動学体系が資本蓄積と遺産に関する2階の定差方程式体系で記述される3)。

このように定性的な分析の複雑さを回避するために利他的遺産動求翌ﾌ枠組み

では，例えばItaya(1997)， Ihori and Batina(2000)のように，個人が1期

間のみ生存する1期間世代モデルが利用されやすい。1期間世代モデルに利

他的遺産動求翌�ｱ入することで，動学体系は1階の定差方程式体系で記述さ

れる。ただし1期間世代モデルには限界が存在する。例えば1期間世代モデ

ルでは，私的世代間移転として親世代から子世代への遺産を記述できる。し

かし賦課方式の公的年金政策をモデルに導入できない。そもそも1期間世代

モデルには親世代と子世代の重複生存期間がない。すでに死亡している親世

代に対して，政府は賦課方式の公的年金を給付できないからである。このよ

1)例えばMiguel-Ange1 and Lopez-Garcia(1996)は遺産動求翌�l慮せず，労働供給を内生

 化した2期間世代重複モデルを利用し，消費税，労働所得税を賦課方式の公的年金政

 策財源とする場合の経済効果を定性的に分析している。しかし動学体系の安定性分析

 が論文中で詳細に論じられず，また特に消費税重課が資本蓄積，厚生に与える影響に

 ついては，比較静学，厚生分析結果の符合を一意に決定できないほど複雑な結果を得

 ている。このような問題点が残存している。

2)この点については本論文の第2節，補論で詳細に論じている。また労働供給のみを内

 生化した2期間世代重複モデルでも，同様の問題に直面する。例えばIhori(1996)では，

 労働供給を内生化した2期間世代重複モデルの動学体系が，2階の定差方程式で表さ

 れる点を指摘している。

3)個人が必ず2期間生存する2期間世代重複モデルに，Barro流の利他的遺産動求翌�ｱ入

  した場合，その動学体系が2階の定差方程式体系で表される。仲間(2007)では2階

 の定差方程式体系を1階の定差方程式体系に変換し，その動学体系の安定性が分析さ

 れる点を証明している。
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うに1期間世代モデルには，利他的遺産動求翼ｃfルの分析を簡素にする一方，

賦課方式による公的年金政策の分析が困難なように，分析可能な政策が限定

される。

 以上からBarro流の利他的遺産動求浴C税方式による賦課方式の公的年金政

策を2期間世代重複モデルに取り込み，その経済効果を分析する必要が生じ

る。具体的には2期間世代重複モデルに利他的遺産動求酪ﾁ費税と相続税を

財源とする賦課方式の公的年金政策を導入する。このような設定から資本蓄

積と遺産に関する動学体系が2階の定差方程式体系で表されるため，動学体

系を1階の定差方程式体系に変換し，安定性分析を展開する必要が生じる。

次に安定性分析をうけて比較三三，厚生分析から消費税重課相続税重工の

賦課方式による公的年金政策がもたらす定性的な経済効果を分析する必要も

生じる。この比較静学，厚生分析から消費税，相続税の重課が資本蓄積遺

産そして厚生にもたらす効果を求められる。そして賦課方式による公的年金

政策の財源として消費税と相続税のうち，どちらが厚生に対して望ましいか

についても言及できる。

 本論文の構成は次のとおりである。第2節では利他的遺産動求翌ﾉ基づき，

個人が確実に2期間生存する世代重複モデルを設定する。第3節では第2節

のモデルをうけ，賦課方式の公的年金政策財源が消費税，相続税に求められ，

消費税，相続税財源の賦課方式による公的年金給付が，一括の所得移転とし

て用いられる場合に焦点をあてる4)。そして動学体系の安定性を(補論で)

分析した上で，消費税重三相続税二丁の賦課方式による公的年金政策が資

本蓄積，遺産，厚生に与える効果を分析する。第4節は政策的な含意を述べ

つつ，論文全体のまとめを行う。

2＝モデル

 人口成長を考慮しないDiamond(1965)による2期間世代重複モデルを利

用する。従って各世代の労働力人口は1に基準化される。個人はBarro流の

4)この場合，相続税財源，消費税財源の賦課方式による公的年金給付は消費，相続に影

 響を与えない。つまり相続税財源，消費税財源の賦課方式による公的年金給付が外生

 化された分析といえよう。
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利他的遺産動求翌�烽ﾂものとし，t世代の個人による効用関数は，加磨藍ｪ離

形の効用関数Utで表されるものとする。

  u，＝u， (cl，) 十JBu2 (c2，. 1) 十)2u，. ， (1)

 効用関数は2階連続微分可能，強い凹関数割引値は0＜β＜1，0＜γ＜1

をみたす。Ut. 1は(t＋1)世代の厚生， Cltt c、t. 1はt期t世代の消費，(t＋1)期t

世代の消費で正常財である。

 t期t世代の個人は労働を非弾力的に供給し，労働所得wtと遺産btを得る。

そしてそれらは消費Cl，，貯蓄St，消費税負担τ。Clt，相続税負担T，btに等しい。

老年期を迎えた(t＋1)期t世代は貯蓄Stの元利合計(1＋rt. 1)stを手にする。ま

た(1人あたりの)消費税財源による賦課方式の公的年金給付をA，. 1とおく

ならばA，. 1＝娠01，. 1＋c2t. 1)，(1人あたりの)相続税財源による賦課方式の

公的年金給付をr，. 1とおくならばr，. 、＝T、b，. 1も手にする。それらは消費C、t. 1，

遺産b，. 1，消費税負担T，C，t. 1に等しい。 T，，、Tbは消費税率と相続税率， rt. 1は(t＋1)

期利子率である。以上から個人の予算制約式は，下記の(2)と(3)のと

おり表される。

  (1＋T，) cit＝wt＋ (1-Tb) bt-st (2)
  (1＋T，) c2t＋i＝ (1＋rt＋i) st一 bt＋i＋ At＋i＋rt＋i (3)

 下図1のとおり，本論文では消費税収の全てを賦課方式の公的年金政策財

源として利用している。ただし賦課方式の公的年金政策とはいえ，子世代で

ある(t＋1)世代，自身(親世代であるt世代)が消費税を負担する。従って

消費税財源の賦課方式による公的年金政策は，公的世代間移転として消費税

を利用する部分，公的同世代内移転として消費税を利用する部分の2つから

構成される。そこで(t＋1)期での消費税財源の公的年金給付をA，. 1と表すな

らば，(1人当りの)政府の予算制約式は(4)のとおり表される。

  A，＋i＝T， (ci，. i＋c2，. i) (4)
 また本論文では，賦課方式の公的年金政策財源として，資産課税の1つで

ある相続税も徴収し，その相続税収を公的年金給付に充当する。つまり子世

代から親世代への所得再分配でもある賦課方式の公的年金政策財源として，
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所得再分配求濫¥の強い相続税を消費税と併用することになる。そこで(t＋ 1)

期での相続税財源の公的年金給付をL. 1と表すならば，(1人当りの)政府の

予算制約式は(5)のとおり表される。

  r，＋i＝Tbb，. ， (5)
t期

t世代卜＿」＿閣
wt，bt，clt

     (t＋1)期

(1 ＋ rt＋1 ］tst T，c2t＋1

「「↓ 口

(t＋1)世代

レ
/

 C2t＋1

T' bb? 1 ， T. Clt＋1

図1 t世代，

     1，vt＋1，bt＋1 ， Clt＋1

(t＋1)世代を軸にした個人・政府の予算制約式図

 生産は新古典派型生産技術に従う。生産関数は一次同次，完全競争を仮定

する。集計化されたt期の労働力人ロ5)，生産量，資本蓄積を為玩κとすれば，

集計化された生産関数はY， ・F(K，，ム)と表される。これを1人あたりで表示

すると，y・ 一f(kt)と表される・ただしyt一
|鳥一砦であり・f'(・)一…f'(一)

＝0をみたす。また完全競争の仮定から，資本と労働の限界生産物条件rtニ/

(k・)・，Wt-f(k・)一畑早覧ｧする・これより窪一一瑠一一kf”(k，)が成

立する。

 資本市場では，t期の貯蓄が(t＋1)期の資本蓄積に結びつく。財市場では

糊の労働所得，資本利得資本蓄積が棚'世代とten (t-1)世代の消費と

(t＋1)期の資本蓄積に配分しつくされる。従って資本市場，財市場の均衡式

5)もちろん人口成長を考えないため，ム＝1である。
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は下記の(6)と(7)のとおり表される。

  st＝kt＋i (6)  Wt千r，kt＋k，ニClt＋c2t＋k，＋1                      (7)

3＝比較静止・厚生分析

3-1＝安定性

 賦課方式の公的年金政策財源が消費税，相続税に求められ，消費税，相続

税財源の賦課方式による公的年金給付が，一括の所得移転として用いられる

ものと想定する。すなわちt世代の個人は効用最大化時に，自身が選択する

変数を含む相続税財源の公的年金給付r，. 1 ＝ Tbbt. 1，消費税財源の公的年金給

付A，. 1＝ Tc(Clt. 1＋c2t. 1)のうちT。c、t. 1を含め，公的年金給付を考慮しないものと

仮定する。

 目的関数を(1)，個人の予算制約式(2)と(3)，政府の予算:制約式(4)

と(5)から得られる生涯予算制約式を制約式とする。そしてCl、，c2t. 1，b，. 1に

ついて最大化するならば，1階条件として(8)と(9)を得る。

  ult＝/9(1＋rt＋i)u＞t＋i (8)
  7(1-Tb) (1＋rt＋i)u:t＋i＝ult (9)
 効用関数の形状については，下記の仮定1を課す。その上で動学体系を(8)

と(9)として安定性分析を行うならば，下記の命題1を得る。

仮定1:効用関数の形状

・毎≡讐)・臨1≡IZe・！::iill！2if，1，')・ぬ1≡4篭llllDであり，・1，〉・， ・1，・，〉・，

ul・・i＞・をみ嫉また定常状態ではul≡4 ｿ編≡響〉・をみ

嫉2階微分については・T≡讐)＜・・ ・＞t≡讐)＜・をみf・s・
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命題1:利他的遺産動求翌ﾅの安定性

 個人が利他的遺産動求翌�烽ﾂものとする。賦課方式の公的年金政策財源が

消費税，相続税に求められ，消費税，相続税財源の賦課方式による公的年金

給付が，一括の所得移転として用いられるものとする。効用関数の形状は仮

定1をみたす。このとき利他的遺産動求翌ﾌ動学体系から導かれる固有方程式

ではゼロ，1より大きい正の実数解，1より小さい正の実数解の3実数解が

保証され，利他的遺産動求翌ﾌ動学体系の定常均衡は鞍点均衡である。

            (証明一補論1を参照)

3-2＝比較静学

 定常状態で評価した動学体系はul＝β(1＋r)磁，γ(1-T、)(1＋r)＝1である。

これら動学体系を資本蓄積，遺産消費税，相続税について全微分するならば，

隠:蹴る＋艶

  κ1一レ己“卜剛＋β(一f)。1-V6(1＋。)・。膠＋脚＋r)一服協

    σ々                                       σ々

   一昭錫プ(1＋r)薦

  X、＝V(1-Tb)ul'＋V6(1一τ、)(1＋r)ul'

  x、、＝γ(1一τb)f'

  X4＝X6＝O

  x，＝Vc，［ul'＋ fi (1 ＋ r) u 〉'］

  κ，＝剛％了＋β(1＋r)κ餐］

  X8＝γ(1＋r)

     ア  ah≡一7＞o

     l
  v＝
    1＋τ、
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を得る・ただしa・E- V＞0は資嬬要の利子弾力性である・行列式を△と

おけば，△＝玲(一ノり(1一τ，)2［ul'＋β(1＋r)u＞'］である。安定性分析から行列

式△は△〈0である。以上から消費税重課の賦課方式による公的年金政策が

資本蓄積遺産にもたらす効果として，(10)と(11)を得る。

  dk

  :/一〇 (10)
  嘉』(プう(1一τ、)Cl［ul'＋β(1＋r)薦       A］一1≒〉・  (11)

さらに相続税重課の賦課方式による公的年金政策が資本蓄積，遺産にもたら

す効果として，(12)と(13)を得る。ただし資本需要の利子弾力性に関す

る仮定を，下記の仮定2のとおり課す。すると命題2と命題3を得る。

  dk 一.  V)，(1＋r) (1-Tb) ［u 1'＋Z3(1＋r)uS'］ 1＋r

                             〈O (12)
             △      (プう(1一τb)

一一」≧(1＋。)1一二。了＋並(ザう(1＋。)ul

dT，

db
dT，   A N一 ”r ak j”' A

一学(1＋・)・1＋・一麦〃餐一響篇・(1畷＋1皇η

   b
＝S2＋
  1一τう

＝lr:. li-i， ［b＋ (i-T，)s;t］

(13)

Ω≡』(1＋。)1一∠姫-(一∫う(1＋嘱一塑(1＋。)・1＋。一二磁
 △      σた

巧｛βτ. 

  プ(1＋r)2薦くO
A

A A ah
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仮定2:資本需要の利子弾力性

              ノ資本霰の利子弾力jllll ・k≡「7＞0は＋分に弾力的であり・一〇k＞rの大小

関係をみたす6)。

命題2＝消費税重課の賦課方式による公的年金政策と経済効果

 個人が利他的遺産動求翌�烽ﾂものとする。賦課方式の公的年金政策財源が

消費税，相続税に求められ，消費税，相続税財源の賦課方式による公的年金

給付が，一括の所得移転として用いられるものとする。効用関数の形状に関

する仮定1をみたし，動学体系の定常均衡は鞍点均衡である。このとき賦課

方式の公的年金政策財源としての消費税野冊は資本蓄積に影響を与えず，遺

       Cl
産をちょうど        だけ増加させる。
      1-T，

命題3＝相続税重課の賦課方式による公的年金政策と経済効果

 個人が利他的遺産動求翌�烽ﾂものとする。賦課方式の公的年金政策財源が

消費税，相続税に求められ，消費税，相続税財源の賦課方式による公的年金

給付が，一括の所得移転として用いられるものとする。効用関数の形状に関

する仮定1，資本需要の利子弾力性に関する仮定2をみたし，動学体系の定

常均衡は鞍点均衡である。このとき賦課方式の公的年金政策財源としての

相続税重課は資本蓄積を減少させる。一方，b＞一(1一τ，)Ω［b＜一(1一 T，)Ω］

が成立するならば，遺産は増加(減少)する。

3-3:厚生分析

定常状態で評価した効用関数は，(14)のとおり表される。

               プ6)仮定1をみたし，そしてak＞r， ak＞Frが成立するときにΩ＜0となる。ただしOk＞r

    プ とak＞丁巧の両者をみたす範囲はak＞rであるため，仮定2では両者をみたす範囲とし

 てσ々〉プを掲げている。
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 1幽草＋畜碗      (14)

消費税重課相続税平平の賦課方式による公的年金政策が厚生にもたらす効

果は，(15)と(16)のとおりである。(15)と(16)から命題4と命題5を得る。

S/ 一(TI. 1;ii一一)fi (i-T，)S/ 一。，1ui＋(一. iB j1，，一 (i一，，)f/ 1. s

   一・∵二一α霊一ftTb    (15)

du
dTc

V6r
1-7

  r
Tc十一
 ak

dk ，
正”・＋

V6r
1-7

(1一の幽幽厩 (16)

命題4＝消費税重課の賦課方式による公的年金政策と厚生

 個人が利他的遺産動求翌�烽ﾂものとする。賦課方式の公的年金政策財源が

消費税，相続税に求められ，消費税，相続税財源の賦課方式による公的年金

給付が，一括の所得移転として用いられるものとする。効用関数の形状に関

する仮定1をみたし，動学体系の定常均衡は鞍点均衡である。このとき政府

が賦課方式の公的年金政策財源として消費税を重課しても，厚生には影響を

与えない。

命題5＝相続税重課の賦課方式による公的年金政策と厚生

 個人が利他的遺産動求翌�烽ﾂものとする。賦課方式の公的年金政策財源が

消費税，相続税に求められ，消費税，相続税財源の賦課方式による公的年金

給付が，一括の所得移転として用いられるものとする。効用関数の形状に関

する仮定L資本需要の利子弾力性に関する仮定2をみたし，動学体系の定

常均衡は鞍点均衡である。このとき政府が賦課方式の公的年金政策財源とし

て相続税を重課し，遺産が減少する場合，厚生は阻害される。遺産が増加す

る場合，厚生への影響は不確定である。
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3-41命題解釈

 利他的遺産動求翌ﾉおいて，消費税，相続税財源の賦課方式による公的年金

給付が，一括の所得移転として用いられる場合，消費税財源の賦課方式によ

る公的年金政策は資本蓄積，厚生に影響を与えない。この背景として次の要

因をあげられよう。まず今期，来期の消費税率が同率である。次に個人が効

用最大化行動をとる際，消費税財源による公的年金給付を考慮しない。その

ため動学体系が示すように，消費税は今期と来期の消費配分，世代間の消費

配分に影響を与えない。しかも老年期の親世代が負担する消費税部分は，そっ

くりそのまま親世代に同世代内移転される。従って公的年金給付による所得

効果は子世代から親世代への消費税移転部分のみで生じ，利他的な親世代は

子世代の消費税負担を遺産で相殺しようとする。そこで親世代は遺産を増や

し，その結果，厚生にも影響が生じないものと解釈できる。

 一・方，相続税の場合は消費税の場合と経済効果が異なる。動学体系が示す

ように，相続税は世代間の消費配分に影響を与えている。相続税二丁の賦課

方式による公的年金政策から，(親世代であれ子世代であれ)若年期に手に

する遺産からの収益率が減少し，貯蓄ならびに資本蓄積が阻害されるものと

考えられる。ただし相続税重課の賦課方式による公的年金政策は，遺産に対

して複数の効果をもたらす。

 もし(13)の第1項にある遺産が第2項より大きい場合，(13)の符号は

正となる。この場合，直感的には相続税重課の賦課方式による公的年金政策

から，相続税引き後遺産の規模が小さくなり，貯蓄，資本蓄積が阻害される。

もちろん親世代は相続税重課の賦課方式による公的年金給付から高い収益率

を期待できる。従って親世代は子世代の相続税負担を支えるため，子世代へ

の遺産を増やす用意があるものと考えられる。このような背景から遺産が増

加するものと解釈される。

 もし(13)の第1項にある遺産が第2項より小さい場合，(13)の符号は

負となる。この場合，相続税重課の賦課方式による公的年金政策から，相続

税引き後遺産の規模は極度に小さくならないものの，貯蓄，資本蓄積は阻害
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される。しかし親世代は相続税財源の賦課方式による公的年金給付から高い

収益率を期待できない。従って親世代は子世代の相続税負担を支えるために

子世代への遺産を増やすどころか，遺産を減らさざるを得ない状態にあるも

のと解釈される。以上から相続税重課の賦課方式による公的年金政策は，遺

産に複数の効果を与えるため，その経済効果は一意に決定されない。

 この節での比較静学，厚生分析の結果は(論文末の)表1，表2のとおり

まとめられる。

4:終わりに一政策的含意を述べつつ

 本論文では個人が2期間必ず生存する2期間世代重複モデルに，Barro流

の利他的遺産動求浴C消費税と相続税を財源とする賦課方式の公的年金政策を

導入し，安定性，経済効果を定性的に分析した。定性的な分析から得られた

事柄，含意は下記のとおりである。

 まず2期間世代重複モデルに利他的遺産動求酪ﾁ費税財源の賦課方式によ

る公的年金政策を導入しても定性的な分析が可能であることが示された。補

論で展開しているように，2期間世代重複モデルに利他的遺産動求酪ﾁ費税

財源の賦課方式による公的年金政策を導入することで，動学体系が2階の等

差方程式体系となる。そのためDiamond等で展開されているような，1階の

定差方程式に基づく安定性分析が困難となる。しかし補論で展開したように，

2階の定差方程式体系を1階の定差方程式体系に変換する手磨翌ｩら，2期間

世代重複モデルの経済環境を緩和せず，利他的遺産動求翌竢ﾁ費税をモデルに

導入した安定性分析，定性的な分析が可能となるのである。

 次に本論文でのモデル，比較下学，厚生分析の範囲内において下記の含意

を得た。

 利他的遺産動求翌ﾌ下では，消費税重課の賦課方式による公的年金政策は

遺産を増やすのみで，資本蓄積や厚生に対して影響を与えないといった，

Barro的な効果が検出された。以上から消費税重課の賦課方式による公的年

金政策に資本蓄積，遺産，厚生の増加といった正のマクロ経済効果を期待で
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きない。遺産の増加をもたらすのみで，資本蓄積や厚生に影響を与えない点

から，消費税重課の賦課方式による公的年金政策は，ナイフエッジ上にある

ものと位置づけられよう。すなわち消費税重課の賦課方式による公的年金政

策自体が無意味な政策である。あるいはよく解釈して，賦課方式の公的年金

政策財源として消費税を利用しているにもかかわらず，資本蓄積や厚生に影

響を与えない公的年金政策という位置づけにおさまる政策のいずれかだから

である。

 一方，相続税重課の賦課方式による公的年金政策は遺産，厚生に与える効

果が一意に定まらないが，確実に資本蓄積を阻害する。もし相続税重課の賦

課方式による公的年金政策が遺産を阻害するならば，厚生も阻害される。こ

の場合に限定すると，相続税重課の賦課方式による公的年金政策と消費税重

課の賦課方式による公的年金政策のうち，どちらが厚生に与える影響の点か

ら優れているかが判断できる。厚生に正の効果を与えるほど有益な政策では

ないものの，消費税重三の賦課方式による公的年金政策が相続税重課の賦課

方式による公的年金政策より(まだ)優れているといえるのである。ただし

消費税重課の賦課方式による公的年金政策が，マクロ経済に影響を与えない

という意味において無意味な政策であるという評価はついて回るが。



一14一 (218) 山口経済学雑誌 第58巻 第2号

        表1＝比較静学・厚生分析結果

(消費税重三の賦課方式による公的年金政策:命題2と命題4に対応)

4々一

Sτ、
＝0

4∂一

Sτ、

＝. 61

4％『

Sτ。
＝0

        表2＝比較静学・厚生分析結果

(相続税重課の賦課方式による公的年金政策:命題3と命題5に対応)

4ん一

Sτう
＜0

4∂一

Sτわ

＜0  ∂＜一(1一τう)Ωのとき

рO  ∂〉一(1一τ西)Ωのとき

伽一

Sτわ

＜0        4互く0のとき           4τ西

モOあるいは＞0  坐＞0のとき           4τう

補論1＝安定性分析一命題1の証明

 目的関数を(1)とする。個人の予算制約式(2)，(3)，政府の予算制

約式(4)，(5)から生涯予算制約式を得る。そして目的関数と生涯予算制

約式からCl，，c、t. 1，b，. 1について最大化問題を解くならば，下記の1階条件を得

る。

  u1，＝13(1＋rt＋i)uSt＋i

  ult＝7(1 ＋ rt＋i) (1 一 Tb)ult＋i

 もちろん効用関数の形状は，第3節で課している仮定1をみたす。以下で
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は第1ステップから第3ステップの手順に従い，安定性分析を進める。

第1ステップ

 動学体系ult＝β(1＋r、. 1)ult. 1， ult＝γ(1＋rt. 1)(1一τb)κ1，. 1は次のように表さ

れる。

u lt ［V if(kt) 一 ktl(kt) 1 ＋ V(1 ' Tb) bt 一 Vkt＋i］

＝6［1ザ(k，. 1)］ぬ. 1［V11 ＋f(k，. 1)｝k，. 1-Vb，. 1＋V・、b，. 1＋VTc(clt・1＋c・t・1)］

u1，［VLf(kt) 一 kf(kt) 1 ＋ V(1一 Tb) bt一 Vkt＋i］

 ＝γ［1ザ(k，. 1)］(1 一 T，)ぬ. 1［y'ゲ(k，. 1)一k，. f(k，. 1)｝＋V(1-Tb)b，・，一 Vk，・2］

      1
       である。消費税財源の賦課方式による公的年金政策では，ただしV＝
     1 ＋ Tc

財市場の均衡式を利用することで予算制約式A，. 1は，

  At. 1 ＝＝ T， (Clt＋1 ＋ C2t＋1)

    ＝Tc ［Lf(kt＋i) ＋ kt＋i 一 kt＋2］

と書き直される。2期間世代重複モデルへ利他的遺産動求酪ﾁ費税財源の賦

課方式による公的年金政策を導入することにより，動学体系の内生変数が

k，， k，＋1，k，. 2の3期間にまたがる。つまり動学体系は2階の定差方程式体系と

なる。そこでChiang(1974)， Ihori(1996)，仲間(2007)で説明，採用され

ている高階の定差方程式を1階の定差方程式に変換する手磨翌�∠pする。

 内生変数のうちk，. 1をk，. 1≡ptとして，新しい人工変数ptで定義し直す。資

本蓄積k，. 、をk，＋、＝ptとして，上記の2階の定差方程式体系を下記のように表

すならば，2階の定差方程式体系は1階の定差方程式体系に還元される。

  k，. 1＝p，

％1，［V Lf(h，)一kf(k，)｝＋V(1一τb)b，一咽

 ＝β［1ザ(P，)］ぬ. 1［V｛1ザ(P，)｝P，一 Vb，. 1＋VT，b，. 1＋VT，ゲ(P，)＋P、一P，・1｝］

％1，［vif(k，)一kf(k，)｝＋γ(1一τb)b「咽

 ＝γ［1ザ(P，)］(1一・b)π1，. 1［vif(P，)一P〆(P，)＋V(1一・b)b，・1-Vp，・1］
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 上の定差方程式体系を定常均衡(P， k， b)の周りで線形近似するならば，下

記の結果を得る。

  P，. ， 一P δ1δ、δ，一1δ、δ，δ、P，一P

  k，. 1-kニδ7δ8δ9 δ1。δ11δ12k，一k

  b，. 1-b δ13δ14δ15 δ16δ17δ18b，一b

  δ， ・δ，・ 」，＝δ6＝δ8＝δ14＝0

  δ2ニδ4＝1

  δ，＝V13Tc(1＋r)鰯

  δ，＝V6(1＋r)(1一τ、)u5'

  δ1。一触1＋V・1'＋脚＋r)・uS'一・V6(1＋。)陣営＋V13Tc(1＋。)・uSt

                    σ々

  δ11ニーV■. ul'

      σゐ

  δ12ニーV『(1一τb)ul'

  δ13＝V7(1一τ、)(1＋r)u7

  δ15ニーV7(1一τb)2(1＋ア)ul'

  δ16一ガ(1一・b)ul＋・V7(1-Tb)(1＋r)L。1'＋V。Y

                 σゐ

  δ17一一vL。1'

      σ々

  δ1s＝一V(1一τb)ul'

     プ  の≡「7＞o

第2ステップ

 第1ステップを踏まえて，以下の2つの行列の積［Ω］を求める。
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          一1 r'           6， i， 」6     ii i2 」3

  ［Si”1！］ ＝1 67 js ig l 16io 6n 6i2

     i，， i，， 6，，1 li，， 6，， jls

 そして固有値を2，固有方程式をφ1(z)と表し，行列の積［Ω］から固有方程

式φ1(z)を求めるならば，下記の固有方程式φ1(λ)を得る。

  (bi (Z) ”＝ 一Z3 ＋ 171Z/3(1 一 Tb) (1 ＋ r) u 1'u 'i'，12 ＋ VIZ19(1 一 Tb) (1 ＋ r) 2u 1'u 'il'，12

     ＋VZff'(1一τb)癩顎2＋VZβf'(1一τ、)〃島漁2

     一 VZ)B (1 一 Tb) (1 ＋ r) 2u Yu 'il'，1

    ＝ 一，Z ［Z2一 VZ，et，Z ＋ VZ/9(1 一 Tb) (1 ＋ r) 2u 1'u 〉'］

ただし

        1
  ZE    V13 (1 一 Tb) (1 ＋ r) u 1'u '2'

  μ≡β(1一τb)(1＋r)幽餐＋β(1一τ、)(1＋r)2π観＋β戸'(1一τh)癩餐

    ＋ 6f'(1 一 Tb) u 5u 1'

である。もちろん仮定1からZ＞0，μ＞0である。この固有方程式φ1(z)の解

のうち，1つの解は明らかにゼロ。そこで固有方程式φ1(z)のうち，

  di2 (A) i Z2 一 VZ，ttA ＋ VZ！7 (1 一 Tb) (1 ＋ r) 2u 1'u 〉'

に集中し，残る2解の符号を確認する。

 まずφ2(z)へ判別式を適用し，2解が実数解であるか否かを確認する。判

別式をDとおき，判別式の値を直接計算し，定常状態での動学体系を利用し

て整理するならば，下記の結果を得る。

  D＝ V2Z 262r2(1 一 Tb)2(1 ＋ r) 2(u 'i')2(u '2')2

   ＋V'2Z 2fi2(〆う2(1・一・T、)2(％1〃餐＋廠了)2

   ＋2V2Z 2 B 21f”(1 一 Tb)2(1 ＋ r) ［(1 ＋ r) ＋ 1］ (u lu 〉' ＋usu 1') u 1'u '2'

効用関数の形状に関する仮定1がみたされるならば，上記の判別式の各項は

全て正値である。

 最後にφ、(z)から求められる2実数解をZl，鵡とおき7)，これら解の符号

7)これら2実数解λ1，λ1のプライムは，1階微分と全く無関係である。
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を確認する。φ2(z)に解と係数の関係を利用すれば，下記の結果を得る。

  Z1＋AS＝ VZ，tt ＞O

  A IZ S＝ VZ19 (1 一 T，) (1 ＋ r) 2u 1'u 〉' ＞o

明らかにφ、(z)から求められる2実数解Al，％は正値である。

 以上から判別式Dは確実に正値であり，φ、(z)は異なる正値の2実数解を

もつ。よって固有方程式φ1(A)はゼロ，異なる正値の2実数解に基づく3実

数解をもつ。

第3ステップ

 第2ステップより固有方程式φ1(A)の3つの実数解のうち，1つの解がゼ

ロ，残りの2解が異なる正の実数解である。

 ここではφ2(A)≡Z2-VZPtZ＋VZ6(1一τ，)(1＋r)2昭鰯からφ2(一1)，φ2(1)

を求める。明らかにφ、(一1)ニ1＋VZPt＋VZfi(1一τ、)(1＋r)2酬薦＞0。一方

φ、(1)は定常状態での動学体系を利用して整理すれば，

  φ、(1)＝ZulV7(一fう(1一τb)2［〆i＋β(1＋r)瑚

となる。仮定1からφ2(1)＜0である。

 よって異なる正の2実数解λ1，あのうち1つの実数解は1より大きく，も

う1つの実数解は1より小さい。

 第2ステップと第3ステップから，固有方程式φ1(z)の3つの実数解のう

ち1つの解はゼロ，残る2つの解のうち1つの解は正で1より大きく，もう

1つの解は正で1より小さい。以上の第1ステップから第3ステップより，

第3節の命題1を得る。
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